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税理士法（抄） 
 

昭和２６年 ６月１５日法律第２３７号    

平成３０年 ５月３０日法律第３３号改正まで 

 

（税理士の使命） 

第 １ 条 税理士は、税務に関する専門家として、独立した公正な立場において、申告納税制度の理念

にそつて、納税義務者の信頼にこたえ、租税に関する法令に規定された納税義務の適正な実現を図る

ことを使命とする。 

（税理士の業務） 

第 ２ 条 税理士は、他人の求めに応じ、租税（印紙税、登録免許税、関税、法定外普通税（地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）第１０条の４第２項に規定する道府県法定外普通税及び市町村法定外

普通税をいう。）、法定外目的税（同項に規定する法定外目的税をいう。）その他の政令で定めるも

のを除く。第４９条の２第２項第十号を除き、以下同じ。）に関し、次に掲げる事務を行うことを業

とする。 

一 税務代理（税務官公署（税関官署を除くものとし、国税不服審判所を含むものとする。以下同じ。）

に対する租税に関する法令若しくは行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）の規定に基づく申

告、申請、請求若しくは不服申立て（これらに準ずるものとして政令で定める行為を含むものとし、

酒税法（昭和２８年法律第６号）第２章の規定に係る申告、申請及び不服申立てを除くものとする。

以下「申告等」という。）につき、又は当該申告等若しくは税務官公署の調査若しくは処分に関し

税務官公署に対してする主張若しくは陳述につき、代理し、又は代行すること（次号の税務書類の

作成にとどまるものを除く。）をいう。） 

二 税務書類の作成（税務官公署に対する申告等に係る申告書、申請書、請求書、不服申立書その他

租税に関する法令の規定に基づき、作成し、かつ、税務官公署に提出する書類（その作成に代えて

電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によつては認識することができない方式で

作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。第３４条第１項に

おいて同じ。）を作成する場合における当該電磁的記録を含む。以下同じ。）で財務省令で定める

もの（以下「申告書等」という。）を作成することをいう。） 

三 税務相談（税務官公署に対する申告等、第一号に規定する主張若しくは陳述又は申告書等の作成

に関し、租税の課税標準等（国税通則法（昭和３７年法律第６６号）第２条第六号イからヘまでに

掲げる事項及び地方税に係るこれらに相当するものをいう。以下同じ。）の計算に関する事項につ

いて相談に応ずることをいう。） 

２ 税理士は、前項に規定する業務（以下「税理士業務」という。）のほか、税理士の名称を用いて、

他人の求めに応じ、税理士業務に付随して、財務書類の作成、会計帳簿の記帳の代行その他財務に関

する事務を業として行うことができる。ただし、他の法律においてその事務を業として行うことが制

限されている事項については、この限りでない。 

３ 前２項の規定は、税理士が他の税理士又は税理士法人（第４８条の２に規定する税理士法人をいう。

次章、第４章及び第５章において同じ。）の補助者としてこれらの項の業務に従事することを妨げな

い。 

第 ２ 条の２ 税理士は、租税に関する事項について、裁判所において、補佐人として、弁護士である
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訴訟代理人とともに出頭し、陳述をすることができる。 

２ 前項の陳述は、当事者又は訴訟代理人が自らしたものとみなす。ただし、当事者又は訴訟代理人が

同項の陳述を直ちに取り消し、又は更正したときは、この限りでない。 

 

（登  録） 

第１８条 税理士となる資格を有する者が、税理士となるには、税理士名簿に、財務省令で定めるとこ

ろにより、氏名、生年月日、事務所の名称及び所在地その他の事項の登録を受けなければならない。 

 

   （行政書士等が行う税務書類の作成） 

第５１条の２ 行政書士又は行政書士法人は、それぞれ行政書士又は行政書士法人の名称を用いて、他

人の求めに応じ、ゴルフ場利用税、自動車税、軽自動車税、自動車取得税、事業所税その他政令で定

める租税に関し税務書類の作成を業として行うことができる。 

（税理士業務の制限） 

第５２条 税理士又は税理士法人でない者は、この法律に別段の定めがある場合を除くほか、税理士業

務を行つてはならない。 

（名称の使用制限） 

第５３条 税理士でない者は、税理士若しくは税理士事務所又はこれらに類似する名称を用いてはなら

ない。 

２ 税理士法人でない者は、税理士法人又はこれに類似する名称を用いてはならない。 

３ 税理士会及び日本税理士会連合会でない団体は、税理士会若しくは日本税理士会連合会又はこれら

に類似する名称を用いてはならない。 

４ 前３項の規定は、税理士又は税理士法人でない者並びに税理士会及び日本税理士会連合会でない団

体が他の法律の規定により認められた名称を用いることを妨げるものと解してはならない。 

 

第５９条 次の各号のいずれかに該当する者は、２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

一～三 〔略〕 

四 第５２条の規定に違反した者 

２ 〔略〕 

 

第６１条 次の各号のいずれかに該当する者は、１００万円以下の罰金に処する。 

一 第５３条第１項の規定に違反した者 

二 第５３条第２項の規定に違反した者 

三 第５３条第３項の規定に違反した者 
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